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1 発生日時 

2022年 8月 5日 15時 24分 

 

2 発生場所 

積水メディカル株式会社 創薬支援センター 第一実験棟床下（添付 1参照） 

 

3 件名 

積水メディカル株式会社における放射性同位元素の管理区域外への漏えいについて 

 

4 状況、原因、対策、環境への影響等 

4.1 状況 

4.1.1 発生場所施設について 

第一実験棟は、1965年に竣工したコンクリートブロック構造の建物である。１階全域および屋上排気設備

が RI 管理区域に設定されていたが、床下は管理区域外であった。RI 管理区域内では新薬候補化合物にトレ

ーサーとして放射性物質（以下 RI）を標識する実験等を行っていた。 

施設老朽化のため 2020年 3月に RI の使用を終了し、2022年 8月より除染工程を開始、除染完了後 RI 管

理区域設定解除を行い、解体する予定であった。 

 

4.1.2 発見 

8月 4日に除染工程として RI 排水管位置調査のため、除染業者が第一実験棟床下に立ち入ったところ、RI

排水管の破断及び脱落（A、B、計 2箇所、添付 1参照）を確認した。同日 15:41に除染業者からの連絡によ

り放射線取扱主任者が覚知した。 

なお、放射線障害予防規程では放射線施設について年 2回自主点検を行うと明記しているが、点検対象ま

では明記されていなかった。点検対象については自主点検帳票にて定めていたが、第一実験棟床下は人が容

易に入れる構造ではなかったことから床下 RI 排水管は点検対象に含めておらず、今まで一度も点検されて

いなかった。 

 

【発生経緯および経過報告までの状況】 

月 日 時 刻 対 応 内 容 

8月 3日 9:00 第一実験棟の床下に位置する配管の調査を開始 

8月 4日 15:41 
除染業者が排水管の破断及び脱落箇所（A、B、計 2箇所）を確認し、放射線取

扱主任者が覚知  

 16:37 
破断及び脱落配管の汚染検査を実施し、検出限界値以上の RI を確認したため、

この配管が RI 排水管であると判断 

 17:19 原子力規制庁へ状況を報告 

 17:43 茨城県原子力安全対策課へ状況を報告 

 17:54 東海村防災原子力安全課へ状況を報告 

 21:12 破断及び脱落箇所周辺土壌及び施設周辺の汚染検査を実施 
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8月 5日 11:00 原子力規制庁に汚染検査の結果を含めた状況を報告 

 15:24 
放射性同位元素等の規制に関する法律施行規則第 28条の 3第 4号に規定する管

理区域外への漏えいに該当することを判断 

 19:22 破断及び脱落箇所直下土壌の汚染検査を実施 

 20:56 原子力規制庁へ「放射性同位元素等取扱施設における状況通報書」を報告 

8月 5日 

 ～ 

8月 9日 

10:00 

～ 

15:00 

第一実験棟床下排水管の配管状況を目視確認したところ、全配管状況の約 90％

に破断等が無いことを確認したが、破断箇所 A の下流側は配管が切り離されて

いたことを発見した。残り約 10％については障害物により確認できなかったた

め、今後確認方法を検討し確認予定（10月末に残り 10％について破断等が無い

ことを確認した） 

※なお、第一実験棟と同様の RI 使用施設である第三・第四実験棟及び RI 排水

処理設備の排水管状況については、2022年 6月の直近自主点検結果の書面を確

認（異常無し） 

8月 12日 13:59 破断箇所 A の下流側切り離し部分直下土壌の汚染検査を実施 

 

4.1.3 緊急対応 

本事象を踏まえ、8月 5日～30日に弊社の RI 排水管全て（第一実験棟・第三実験棟・第四実験棟・RI 排

水設備および施設間の RI 排水管）について緊急目視点検を実施した。その結果、4.1.2項で発見された 2箇所

以外で配管破損は確認されなかった。なお、第二実験棟は過去に RI 管理区域として使用していたが、2007年

に実施した RI 管理区域解除に伴い RI 排水管を全て除染・撤去していることに加え、第一実験棟と同様に解

体する予定であるため緊急目視点検対象には含めなかった。 

 

4.1.4 破断箇所 A の状況、措置、発生時期推定 

・状況 

配管および継手は塩ビ製であり、破断は継手接続部で発生していた（添付 2参照）。また、当配管は下流部

で切り離されており（以下、切り離し箇所と記載）、閉止措置はされていなかった。事象発覚後に確認したと

ころ、当配管は 1973年に設置され、1975年に廃止された旧 RI 排水管であることが判明した。 

 

・措置 

破断箇所 A および切り離し箇所直下の土壌中放射能（ベータ線およびガンマ線）を測定（ベータ線：燃焼

法 ガンマ線：ガンマカウンターによる直接測定）した結果、いずれも検出限界値未満であった。なお、3H

（トリチウム）と 14C（炭素 14）（参考資料 1参照）のベータ線のみを排水する運用となっていたが、その他

の使用核種※1についても漏えいを確認する目的でガンマ線測定を行った。また、正確を期すために、第三者

機関（（株）日本環境調査研究所）にも土壌中放射能測定（ベータ線のみ）を依頼したが、結果は検出限界値

未満であった（添付 3参照）。以上のことから破断箇所 A 配管系統からの RI 漏えいは無かったと判断した。 

※1その他の使用核種：33P、35S、51Cr、55F、59F、65Zn、75Se、90Y 、111In 、123I、125I、153Ga 

検出限界値は、自社内で RI 汚染の可能性が無い土壌をサンプリングし、自社および第三者機関でバック

グラウンド（BG）として測定（ベータ線：燃焼法 ガンマ線：ガンマカウンターによる直接測定（ガンマ線

は自社のみ））し、その測定値から 3σ法※2より算定した値を採用した。 

※2：参考資料 環境省 検出限界値の考え方 
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・発生時期推定 

破断箇所直下土壌および切り離し箇所直下土壌からは RI が検出されなかったことから、破断時期および

切り離し時期については廃止措置をした 1975年以降である可能性が高いと考えるが、第一実験棟床下配管

について点検した記録が残されていなかったことから、結果として破断時期および切り離し時期を推定する

事は出来なかった。 

 

4.1.5 脱落箇所 B の状況、措置、発生時期推定 

・状況 

床上から伸びる配管が塩ビ製の L 字型管（エルボ管）に繋がり、更に水平方向の配管に接続される形の配

管であったが、床上配管とエルボ管の接続部のレデューサー（参考資料 1参照）が抉れるように破損してお

り、また、エルボ管と水平管の接続部ではエルボ管バルブソケット（参考資料 1参照）が破断していた。エ

ルボ管の上下の接続部がどちらも破損した事により脱落に至ったと考えられた（添付 4参照）。 

事象発覚後確認したところ、当配管は 1975年に設置され、上流側は 111室流し、下流側に 111室床ドレン

が繋がる配管であった。脱落部の上流である 111室流しからは、比較的高濃度の RI 溶液や有機溶媒は排水

しておらず、比較的低濃度の RI 実験器具の洗浄液等を排水していた。 

 

・措置 

脱落箇所直下の土壌中放射能測定（ベータ線：燃焼法、ガンマ線：ガンマカウンターによる直接測定）を

行った結果、3H と 14Cが検出され、RI 管理区域外に RI が漏えいしていることを確認した。なお、ガンマ線

については検出限界値未満であった。 

そこで、脱落箇所直下を含む 111室床下土壌全面を測定し、RI が確認された土壌は全て回収することとし

た。土壌中 RI 測定については下記の方法にて行った。 

 

【土壌中放射能測定及び回収方法（添付 5参照）】 

① 111室床下を縦横 30 cmメッシュで区切る 

② 各メッシュ表面の中央から約 20 gの土壌サンプルを採取し、その一部（約 0.2 g）を燃焼法で測定する 

③ 検出限界値以上の放射能が認められた箇所については、深さ 30 cmまで土壌を回収する（以後、サンプ

リングブロックと呼ぶ） 

④ 基礎コンクリートが途切れたら、その下部土壌についても上記①②③と同様に実施する（第 1層～第 4

層で途切れたことを確認した） 

⑤ 上記②③④を土壌中放射能濃度が検出限界値未満※3になるまで繰り返し実施する 

※3：検出限界値は、破断配管 A と同様に算出した 

 

・措置の結果 

土壌中放射能濃度の測定結果は添付 6に記載した。各サンプリングブロックの土壌中放射能濃度の最大値

は 3H で 2.9×103 Bq/g、14Cで 2.1×103 Bq/gであり、放射能の広がりは縦 3.3 m、横 3.6 m、深さ 1.5 mと確認さ

れた。3H と 14Cの土壌中の広がり方は、ほぼ同等であった。 

また、自社測定において検出限界値未満となったサンプリングブロック（放射能の広がりの境界ブロック）

を第三者機関（（株）日本環境調査研究所）で測定した結果、全て検出限界値未満であることを確認した（添

付 7参照）。 

回収したサンプリングブロック数は計 309ブロックとなり、1 つのサンプリングブロック重量が約 30 kg
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であったため、回収した土壌の総重量は約 9,270 kgとなった。これら回収した土壌は管理区域内で適切に保

管し、放射性廃棄物として委託廃棄する予定である。 

 

現場の土層および土質は、2022年 2 月に実施した地質調査より、地表から 0.55 m程度は粘性土による埋

土層、0.55 m程度から 1.9 m程度は黒ボク土による黒ボク層であることが判明している。放射能の広がりは

深さ 1.5 mと確認されたため、漏えいした放射能は黒ボク層で停止していた。 

なお、土壌中放射能の広がりの考え方について以下のように考えた。 

弊社で使用する RI は全て医薬品候補化合物である有機化合物由来であり、土中への拡散沈降のメカニズ

ムは、有機化合物あるいはその分解物が漏えい水に溶けるあるいは懸濁状態で移動し、土壌中の粘土鉱物や

土壌有機物など土壌構成物質に吸着されて静止し、また新たな漏えい水によって一部が溶け出したり流され

たりして更に移動する、の繰り返しであったと推測される（参考文献 1参照）。そのため RI を含む有機化合

物が移動した土壌には RI が必ず残留するため、検出限界値未満となった土壌境界の先に検出限界値以上の

RI が検出される可能性は無い。 

 

・漏えい放射能量算出 

排水管が脱落した上位室である、111室の RI 使用量から漏えい放射能量を求めようとしたが、111室の RI

使用量とそこから排水された放射能量及び漏えい時期が明確でないため、漏えい放射能量は求められなかっ

た。そのため土壌に確認された放射能量を漏えいした放射能量とした。 

下記の算出式で計算し、3H で 5.01×108 Bq、14Cで 4.11×108 Bqと算出した（添付 8参照）。なお、漏えい時

期が明確でないため、半減期補正は出来なかった。 

 

放射能量 (Bq) ＝ 
サンプリングブロック上部放射能濃度＋サンプリングブロック下部放射能濃度 (Bq/g) 

× 土壌重量 (g) 
2 

 

・発生時期推定 

 第一実験棟床下配管について点検した記録が残されていなかったこと、脱落箇所から RI 排水処理施設ま

での配管において、排水の放射能濃度を測定するシステムになっておらず、正確な脱落時期の推定は出来な

かった。一方、添付 9 前提②の基、仮定した 111室での RI 使用量と漏えいした総放射能量の関係から脱落

時期の推定を試みた（添付 9参照）。あくまでも前提を置いた推定ではあるが、脱落時期は 2010年～2015年

頃であると推定された。 

 

4.2 原因 

4.2.1 直接的原因 

（1）現場状況の確認 

①破断面の調査結果 

積水化学工業（株）環境・ライフラインカンパニー総合研究所に所属する評価分析の専門家に調査を依

頼した。調査の結果（添付 10、11参照）、破断箇所 A・脱落箇所 B 共に破断面に凹凸の激しいギザギザ

した波面を確認した。これは脆性破壊の特徴であり、外部応力によってほぼ瞬間的に破壊されたと推測

した。 

なお、塩ビ配管のカタログ値の曲げ強度から 80 Mpa以上の応力加わったと考えられた。 

②吊り金具の調査結果 
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破断箇所 A・脱落箇所 B 共に、前後にある吊り金具（添付 10、11参照）が、両方とも同じ方向（西北

西から東南東方向）へ変形していた。そのため、この方向に大きな変異が発生したと推測した。 

③吊り金具・振れ止め支持の設置状況調査結果 

第一実験棟の RI 排水管の吊り金具の設置状況は、第三・第四実験棟および現在の参考基準より間隔が

広かった。また、振れ止め支持（参考資料 1参照）は設置されていなかった（下記表 1参照）。第一実験

棟建設当時は、吊り金具・振れ止め支持に関する明確な建築基準が無く、施工業者の計画に依存して建

築されていたことが要因であると推測した。 

その他の RI 管理区域である第三・第四実験棟の RI 排水管は、第三実験棟が耐火二層管（参考資料 1参

照）、第四実験棟が塩ビ管であるが、配管の損傷はなかった。その理由は下記表 1に示す通り、吊り金具

と振れ止め支持の間隔が現在の参考基準と同等であったからと推測した。 

なお、破断箇所 A の報告書（添付 10）ではソケット単層となる部分が存在していたことが確認された

が、振れ止め支持の設置が現在の基準であれば、揺れの幅も半減され例えソケット単層部分が存在して

いても応力の集中はなく破断には至らなかったと推測した。 

表 1 吊り金具と振れ止め支持の間隔 

 吊り金具の設置間隔 振れ止め支持の設置間隔 

第一実験棟 1.7 m 設置なし 

第三・第四実験棟 1.0～1.5 m 3.2～5.1 m 

参考基準※4 1.0 m (80Φ以下)、2.0 m (100Φ以下) 8.0 m 

※4：公共建築工事標準仕様書より。第三・第四実験棟は公共建築でないため参考値とする 

 

（2）コンピューター解析によるシミュレーション 

現場状況の確認の結果、変位に対して外部応力が集中しやすい箇所で破断に至っているものと推察さ

れた。そこで、そのような変位が地震の影響によるものかを検証する目的で、コンピューター解析によ

るシミュレーションを専門機関も交えて検討した。 

検討の結果、この検証のためには第一実験棟全体を解析しなければならないことが判明した。第一実

験棟全体での解析はモデル規模が大きくなり、計算規模も膨大になること、さらには、基礎、壁、床、

天井などに現実に忠実な剛性（形状と材料物性値）を入力しなければ配管における実現象（割れ）と一

致した結果が得られないが、これらの数値を全て正しく求めることは不可能であることから、正しい結

果を得られる可能性は低いため、結果として検証は不可能であると判断した。 

 

（3）要因解析 

現場状況の確認結果から要因解析（添付 12参照）を行い、破断の主要因を推測した。 

現場調査の結果から、破断箇所 A・脱落箇所 B 共に外部応力よってほぼ瞬間的に破壊されたと推測さ

れたことから、瞬間的な強い力が発生する要因を推測した。結果、「8月 4日に立ち入った除染業者によ

る人為的な力」「過去に立ち入った人物による人為的な力」「侵入した動物による力」「地震による力」の

4つの要因を推測した。 

①8月 4日に立ち入った除染業者による人為的な力 

8 月 4 日に立ち入った除染業者により破断させた可能性が考えられたが、破断面に埃が付着していた

ことから、破断してからある程度の時間が経過していると判断できるため、8 月 4 日に立ち入った除染

業者による力ではないと推測した。 
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②過去に立ち入った人物による人為的な力 

第一実験棟床下に立ち入る可能性がある人物は、社内では工務課員および放射線管理課員、社外では

工事業者が該当する。これらの人物が破断させたという過去の記録は存在しなかった。 

念のため、退職者を含む過去の工務課員および放射線管理課員（計 7 名）に聞き取り調査を行ったと

ころ、そのような事象は発生していなかったことを確認した。 

以上により、過去に立ち入った人物による人為的な力の可能性は低いと推測した。 

③侵入した動物による力 

第一実験棟床下に侵入した動物が配管に力をかけて破断させた可能性が考えられたが、第一実験棟床

下入口は扉によって常時閉止されていたため、そこから動物が侵入する可能性は除外した。動物の種類

によっては、地中や隙間から侵入することも考えられるが、第一実験棟床下土壌に動物の足跡や糞が確

認されなかったことから、侵入した動物による力の可能性は低いと推測した。 

④地震による力 

地震の揺れによって力がかかり破断した可能性が考えられる。第一実験棟自体はコンクリート構造で

地震の揺れに強い構造であるが、コンクリート壁や床に連結する形で配置されている塩ビ配管は、コン

クリートの揺れのはざまで力が集中し、結果として脆弱な部分が損傷する可能性はあると推測した。ま

た、専門家による現場調査からも、吊り下げ金具の変形状況については地震の揺れによる変形の可能性

が高いと推測したことから、同様の力が塩ビ配管にもかかっていたことが判明している。 

以上の事から、地震により配管が想定していた位置より大きく変位したことにより配管に変形が生じ

ると共に、その応力が破断する箇所に集中したため、配管の破壊強度を超え破断・脱落に至ったと推察

された。 

 

（4）結論 

現場状況および要因解析の結果、振れ止め支持のなかった RI 排水管の破断または脱落の原因は、地震

による強い揺れによって強い力が一気にかかったことによる可能性が最も高いと推測した。 

 

4.2.2 間接的原因 

所内で知見者を交えて間接的要因を考えたところ、下記２点が挙がった。 

（1）自主点検において当該配管が対象外であったこと 

当該配管が設置された第一実験棟床下は、人が容易に入れる構造では無かったことから点検を行って

いなかった（第三・第四実験棟は点検できる構造であり点検が実施されていた）。また、放射線障害予防

規程では、自主点検の実施や頻度については規定されていたが、点検項目や具体的な内容までは規定さ

れておらず、放射線取扱主任者以外の者が見直すような仕組みが無かった。結果として第一実験棟床下

配管は建設当初から事象発覚まで自主点検項目に含まれなかった。従って、配管の劣化や損傷状況を把

握し予防保全対策を講ずることや、劣化や損傷状況を早期に発見することが出来なかった。  

（2）第一実験棟の床下を RI 管理区域に設定していなかったこと 

第一実験棟の床下土壌にコンクリート舗装等の防水措置を施していなかった。つまり、施設構造にお

いて配管破断の可能性を考慮しておらず、フェイルセーフ構造（参考資料 1参照）となっていなかった。 

 

4.3 対策 

4.3.1 直接的原因（地震等の揺れ）の対策 

第一実験棟については、2022年 12月までに RI 排水管を全て撤去しており、対策は不要である。 
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第二実験棟については、2007 年 2 月 28 日の RI 施設廃止に伴い、排水管を全て撤去しており、対策は 

不要である。 

その他の RI 使用施設である第三・第四実験棟について対策を講じる。第三・第四実験棟は東日本大震

災で被災したが、目視による点検の結果、配管の損傷は確認されなかった。その理由は 4.2.1 項（1）③

の表 1 に示す通り、吊り金具と振れ止め支持の間隔が適切であったからと推測される。 

しかしながら、より万全を期すため、第三・第四実験棟の RI 管理区域外にある RI 排水管については、

耐震性のある吊り金具を追加するといった更なる地震等の揺れ対策を講じることとする。 

上記の内容を、2023 年度の設備更新計画として 2023 年度中に実行する。 

 

4.3.2 間接的原因の対策 

（1）自主点検帳票の定期的な見直し 

自主点検の帳票は実施毎に放射線取扱主任者が見直し、実施前に社内の設備管理担当者および自主点

検実施者へ公開し検討することによって、設備に関する専門知識を有する者の評価や意見を取り入れる

仕組みとする。また、放射線取扱主任者は適切な見直しが行えるよう、常に最新の知見を取り入れるよ

うに努めることもルール化する。 

上記の内容およびその実施手順を 2022 年下期に実施した業務改善活動で 2023 年 3 月に取り纏めた。

その成果を放射線障害予防規程の下部規程にあたる標準操作手順書に 2023 年 6 月末に定めた。 

 

（2）RI 排水管が存在する非 RI 管理区域の RI 管理区域化 

第三・第四実験棟については、万が一漏えいが発生しても十分に回収できるフェイルセーフ構造に変

更した後に RI 管理区域化する。（2023 年 6 月時点で RI 使用施設の変更申請書作成中）構造上等の問題

ですぐに RI 管理区域化出来ない部屋については、RI 排水管に漏水検知器を設置する等、漏水が発生し

たら直ぐに確認できるようなシステムを導入する。将来的には構造上等の問題を全てクリアし、RI 排水

管が通るエリアは全て RI 管理区域化する（添付 13 参照）。 

さらに万全を期すため、点検が出来なかった埋設されている RI 排水管は、全て地上化すると共に、RI

排水管の通るエリアは万が一漏えいが発生しても十分に回収できるフェイルセーフ構造に変更した後に

RI 管理区域化する（2023 年 6 月時点で地上化する業者の選定及び RI 使用施設の変更申請書を作成中で

ある）。上記の内容は、2023 年度の実行計画に定めており、2023 年度末までに実行する。 

 

4.4 環境への影響等 

4.4.1 環境への影響 

以下の評価結果から、環境への影響はない。 

＜土壌回収結果からの評価＞ 

土壌中放射能濃度が検出限界値未満となった深さ 1.5 m から湧水が確認されなかったことから、漏えいし

た RI は全て土壌に留まり、地下水に流入していないことを確認した。なお、2022 年 2 月に実施した敷地内

ボーリング調査により、敷地内地下水は一番浅いところで深さ 5.53 m～5.81 m にあると確認されている。ま

た、第⼀実験棟床下は、コンクリートと土壌に囲まれた床下空間という閉鎖的な場所のため、風雨により周

辺に拡散する可能性はない。 

 

＜空間線量率からの評価＞ 

事象発覚から土壌の回収が完了した 2022 年 12 月まで週 1 回、第一実験棟周辺の空間線量率を測定した結
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果は全て 0.07 µSv/h～0.09 µSv/hであり、自然界に存在する放射線と同程度であった。 

 

＜井戸水からの評価＞ 

事象発覚以前から実施している半年に一度の近隣井戸水中放射能測定（事業所境界から約 200 m）におい

て、記録が残っている 1999年から現在までの測定結果、および事象発覚後から 2023年 2月まで月１回実施

した測定結果は全て自然界に存在する放射能と同程度であった（添付 14参照）。また、事象発覚から 2023年

2 月まで週１回、事業所内の井戸水中放射能を測定した結果は全て自然界に存在する放射能と同程度であっ

た（添付 14参照）。 

 

＜土壌に漏えいした放射能濃度からの評価＞ 

破断箇所 A 直下の土壌から RI は検出されなかった。 

脱落箇所 B の土壌中放射能濃度は 3H で 2.9×103 Bq/g、14Cで 2.1×103 Bq/gであり、科学技術庁告示第 5号

の下限濃度（RI と認められる濃度、3H:1.0×106 Bq/g、14C:1.0×104 Bq/g、（参考資料 1参照））以下であった。 

 

＜参考：漏えいした放射能量の比較参考＞ 

環境への評価ではないが、土壌に漏えいした放射能量の比較参考として、当事業所が法令に準じて１週間

に環境へ放出した RI 液体廃棄物の放射能量と原子力安全協定に定めた RI 液体廃棄物年間放出量管理目標

値を記載する。 

下記の通り、脱落箇所 B から土壌に漏えいした放射能量は、RI 液体廃棄物年間放出量管理目標値の 0.2%

未満であり、この値は当事業所が１週間で処理する液体廃棄物の放射能量とほぼ同等であった。 

漏えいした放射能量と通常環境へ放出している放射能量の比較参考 3H 14C 

脱落箇所 B から土壌に漏えいした放射能量 5.01×108 Bq 4.11×108 Bq 

１週間に放出した RI 液体廃棄物の放射能量（2023年 3月 2週目実績） 7.40×108 Bq 3.26×108 Bq 

原子力安全協定に定めた RI 液体廃棄物年間放出量管理目標値 8.0×1011 Bq 2.6×1011 Bq 

 

4.4.2 人体への影響 

以下の評価結果から、人体への影響はない。 

（1）内部被ばく 

＜土壌回収の結果からの評価＞ 

漏えいしたRIは全て第一実験棟地下の土壌に留まっていたため、地下水による内部被ばくの影響はない。

また、第一実験棟床下はコンクリートと⼟壌に囲まれた床下空間という閉鎖的な場所のため、蒸発した気体

による内部被ばくの影響もない。 

 

＜漏えい量からの評価＞ 

漏えいした総放射能量は 3H で 5.01×108 Bq、14C で 4.11×108 Bqであった。この 1%が蒸発してそれを一人

の人間が吸入したと仮定すると、内部被ばくにおける被ばく量である預託実効線量（参考資料 1参照）は 3H

で 0.205 mSv、14Cで 0.027 mSv、計 0.232 mSvとなる。なお、実効線量係数は 3H で 4.1×10-8 mSv/Bq、14Cで

6.5×10-9 mSv/Bqを採用した。 

これは公衆被ばくの実効線量限度（1 mSv/年、参考資料 1参照）より低い値である。 

 

＜現場対応者の内部被ばく評価の結果からの評価＞ 
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現場発見及び汚染検査対応を行った除染業者及び弊社放射線取扱主任者の内部被ばく評価（評価方法：バ

イオアッセイ法（参考資料 1参照））において、有意な値を示した者はいなかった。 

 

＜放射線業務従事者の内部被ばく評価の結果からの評価＞ 

過去の放射線業務従事者の内部被ばく評価（評価方法：バイオアッセイ法）において、有意な値を示した

者はいなかった。 

 

（2）外部被ばく 

脱落箇所 B の空間線量率を測定した結果は 0.07 µSv/h～0.09 µSv/hであり、自然界に存在する放射線と同

程度であったため、外部被ばくの影響はない。なお、当施設の排水は、3H と 14Cのみを流す運用だが、γ線

核種の漏えいが無いことを確認する目的で測定を行った。 

 

5 今後の対応 

今後は、再発防止のために上げた 4.3項に示した対策を計画的に進めると共に、対策が有効であることを

定期的に評価し、有効性が確認できなかった場合は改善に努めていくこととする。また、再びこのような事

故を起こさないよう、放射線施設の適切な維持管理に努める。 

 

6 添付書類 

添付１：発生場所図面等（創薬支援センター全体、第一実験棟外観、破断等確認箇所） 

添付２：破断箇所Ａ状況  

添付３：第三者機関による破断箇所Ａ直下および切り離し部土壌測定結果 

添付４：脱落箇所Ｂ状況  

添付５：測定回収状況図  

添付６：脱落箇所Ｂ土壌測定回収結果 

添付７：第三者機関による 111室床下土壌境界測定結果 

添付８：サンプリングブロック計算方法 

添付９：脱落時期推定 

添付１０：破断箇所Ａ調査結果 

添付１１：脱落箇所Ｂ調査結果 

添付１２：要因解析図 

添付１３：RI 管理区域化予定箇所図面 

添付１４：井戸水測定結果 

参考資料１：用語類の解説 

参考文献１：中野正詩（1993）「土壌中における溶解物質の移動予測のシナリオ」土壌の物理特性、 

第 67号、P,51~57 

 

以上



 

 

添付 1：発生場所図面等（創薬支援センター全体、第一実験棟外観、破断等確認箇所） 

   

創薬支援センター 全体写真（標高約 30ｍ）       第一実験棟外観写真 

  

 

           

破断等確認箇所 

破断箇所 A 脱落箇所Ｂ 



 

 

添付２：破断箇所Ａ状況 

 

 

      

 

 

 

        

破断箇所 A 

切り離し部直下土壌から 

放射能は検出されなかった 

 

破断箇所A直下土壌から 

放射能は検出されなかった 

切り離し部 



１．測定結果概要

２．分析・測定方法

２－１． 試料調整方法

受け取った土壌試料は分析前に全体が均質になるように、よく混合しておく。

２－２． 3H・14C 分析・測定方法
3H・14Cの分析は、酸素気流中燃焼法により行う。燃焼装置を図１に示す。

測定は、液体シンチレーション測定装置で、外部放射線に対して十分な遮蔽能力を有するものである。 

以下に H-3・C-14 分析及び測定手順を示す。

１）酸化銅の触媒用電気炉の温度を８００℃に、試料用電気炉の温度を９００℃に昇温する。 

２）２－アミノエタノール２ml を入れた H/C トラップ管を燃焼管出口と接続し、エアーポンプを稼働する。

３）試料０．５ｇの入った燃焼ボートを試料用電気炉燃焼管内にセットし、１００ml／min の流量で

酸素ガスを流して６０分間捕集を継続する。 

４）捕集終了後、トラップ管はメタノール８ml で管内部に付着した２－アミノエタノールをバイアル容器に

洗浄回収し、乳化シンチレータ８ml を添加して、測定試料とする。 

５）測定バイアル容器を液体シンチレーション測定装置にセットし測定する。測定時間は１０分とする。

３．検出限界計値の算出

　自然計数率(cpm)と測定時間(min)から領域の検出限界計数率(cpm)を求め、この値と領域の計数効率から

検出限界値(dpm)を算出する。なお、検出限界計数率(cpm)は次式により算出する。

nd ： 検出限界計数率（cpm） nb  ： 自然計数率（cpm）

tb  ： 自然計数率測定時間（min） ts  ： 試料測定時間（min）

ｋ ： 3

出典：JAERI-5002保険物理部の活動1960年

図１　酸素気流中燃焼装置

A切り離し
3H 検出限界未満 2.5E+00
14C 検出限界未満 1.0E+00

A
3H 検出限界未満 2.5E+00
14C 検出限界未満 1.1E+00

試料名 領 域
検出限界濃度放射性物質濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )

添付３－１：第三者機関による破断箇所A直下および切り離し部土壌測定結果 

測定機関：（株）日本環境調査研究所



４．測 定 機 器

液体シンチレーション測定器　 PerkinElmer Tri-Carb 5110TR

５．分 析 日

令和 ４年 １０月 ２４日

６．測 定 日

令和 ４年 １０月 ２５日

添付３－２



 

 

添付４：脱落箇所Ｂ状況 

  

配管：111 室床ドレンであるレデューサーから 

エルボ、金属チーズを通して排水管に接続 

破断部位：レデューサー下部（塩ビ製） 

     エルボ管バルブソケット部（塩ビ製） 

使用期間：1975 年～2020 年 3 月 

【脱落箇所Ｂ立面図】 

【脱落箇所Ｂ】 

【レデューサー破損部】 

【金属チーズ接続部】 【エルボ管バルブソケット破損状況】 

【脱落箇所Ｂ】 

脱落したエルボ 金属チーズ 

レデューサー 

破断したバルブソケット 

【脱落箇所Ｂ平面図】 



 

 

添付５：測定回収状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

  

脱落箇所 

A B C D E F 

1
2 

3 
30 cm 

30 cm 

基礎壁 

床下（土壌） 30 cm 

L K J I H G F E D C B A

16 16

15 15

14 14

13 13

12 12

11 11

10 10

9 9

8 8

7 7

6 6

5 5

4 4

3 3

2 2

1 1
L K J I H G F E D C B A

約 3.6 ｍ 

約 4.8 ｍ 

【111 室床下メッシュ状況】 

【サンプリングブロックイメージ図】 

【深さ方向イメージ図】 【土壌サンプル採取状況】 



 

 

添付６－１：脱落箇所Ｂ土壌測定回収結果 

  

脱落箇所 
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【第１層表面】 【第２層表面】 

【第３層表面】 

検出※ 不検出 基礎コンクリート コンクリート塊

境界線（内側の土壌を回収した） 不検出(第三者機関測定) 境界線の外側

※：3Hか14Cのどちらか片方でも検出限界値以上となったら検出とした

基礎コンクリートが途切れて 

下部の土壌が出てきた 
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【第４層表面】 【第５層表面】 【第６層表面】 

基礎コンクリートが途切れて 

下部の土壌が出てきた 

検出※ 不検出 基礎コンクリート コンクリート塊

境界線（内側の土壌を回収した） 不検出(第三者機関測定) 境界線の外側

※：3Hか14Cのどちらか片方でも検出限界値以上となったら検出とした
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１．測定結果概要

２層 A-10
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 A-9
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 A-8
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 A-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 A-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 L-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 K-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

１層 J-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 I-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 H-12
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 H-11
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 H-10
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 H-9
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 H-8
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 H-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 G-12
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 F-12
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

１層 E-12
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 D-12
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 C-12
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 B-12
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

１層 A-12
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

試料名 核 種
放射性物質濃度 検出限界濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )

添付７－１：第三者機関による脱落箇所B土壌測定結果

　測定機関：(株)日本環境調査研究所



２層 E-9
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 E-8
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 E-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 E-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 D-11
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

２層 D-10
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 D-9
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 D-8
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 D-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 C-11
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 C-10
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 C-9
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 C-8
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 C-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 C-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 B-11
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 B-10
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

２層 B-9
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 B-8
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 B-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 B-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

２層 A-11
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

試料名 核 種
放射性物質濃度 検出限界濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )
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３層 C - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 B -５
３Ｈ 検出限界未満 2.2E+00

１４Ｃ 検出限界未満 9.9E-01

３層 B - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 L-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 K-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

２層 J-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 I-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 H-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

２層 G-11
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 G-10
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 G-9
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 G-8
３Ｈ 検出限界未満 2.9E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

２層 G-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 G-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 F-11
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 F-10
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 F-9
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 F-8
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 F-7
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 F-6
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 E-11
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

２層 E-10
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

試料名 核 種
放射性物質濃度 検出限界濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )
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４層 A -１
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 A -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 L -６
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 L - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 K -５
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 K - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 J -５
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 J - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 I -５
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 I - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 H -５
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 H - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 G -５
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 G - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 F -５
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 F - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 E -５
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 E - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 D -６
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 D -５
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 D - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

３層 C -５
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

試料名 核 種
放射性物質濃度 検出限界濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )
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５層 B -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 B -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 M -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 M -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 M -１
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 M -０
３Ｈ 検出限界未満 2.2E+00

１４Ｃ 検出限界未満 9.9E-01

４層 L -５
３Ｈ 検出限界未満 2.2E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 L -４
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 L - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 K -４
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 K - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 J - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 I - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 H - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 G - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 F - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 E - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 D - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 C - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 B - (-1)
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 A -３
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

４層 A -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

試料名 核 種
放射性物質濃度 検出限界濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )
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５層 L -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 K -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 J -４
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 J -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 I -４
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 I -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 H -４
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 H -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 G -４
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.1E+00

５層 G -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 F -４
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 F -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 E -４
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 E -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 D -４
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 D -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 C -４
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 C -（-１）
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 B -４
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 B -３
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 B -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 B -１
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

試料名 核 種
放射性物質濃度 検出限界濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )
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６層 G -１
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 G -０
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 F -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 F -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 F -１
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 F -０
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 E -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 E -２
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 E -１
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 E -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 D -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 D -２
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 D -１
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 D -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 C -３
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 C -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 C -１
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 C -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 L -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 L -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 L -１
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

５層 L -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

試料名 核 種
放射性物質濃度 検出限界濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )
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６層 K -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 K -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 K -１
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 K -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 J -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 J -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 J -１
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 J -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 I -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 I -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 I -１
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 I -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 H -３
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 H -２
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 H -１
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 H -０
３Ｈ 検出限界未満 2.4E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 G -３
３Ｈ 検出限界未満 2.3E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

６層 G -２
３Ｈ 検出限界未満 2.5E+00

１４Ｃ 検出限界未満 1.0E+00

試料名 核 種
放射性物質濃度 検出限界濃度

( Bq/g ) ( Bq/g )
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２．分析・測定方法

２－１． 試料調整方法

受け取った土壌試料は分析前に全体が均質になるように、よく混合しておく。

２－２． 3H・14C 分析・測定方法
3H・14Cの分析は、酸素気流中燃焼法により行う。燃焼装置を図１に示す。

測定は、液体シンチレーション測定装置で、外部放射線に対して十分な遮蔽能力を有するものである。 

以下に H-3・C-14 分析及び測定手順を示す。

１） 酸化銅の触媒用電気炉の温度を８００℃に、試料用電気炉の温度を９００℃に昇温する。 

２）２－アミノエタノール２ml を入れた H/Cトラップ管を燃焼管出口と接続し、エアーポンプを稼働する。 

３）試料０．５ｇの入った燃焼ボートを試料用電気炉燃焼管内にセットし、１００ml／min の流量で

酸素ガスを流して６０分間捕集を継続する。 

４）捕集終了後、トラップ管はメタノール８ml で管内部に付着した２－アミノエタノールを

バイアル容器に洗浄回収し、乳化シンチレータ８ml を添加して、測定試料とする。 

５）測定バイアル容器を液体シンチレーション測定装置にセットし測定する。測定時間は１０分とする。

３．検出限界計値の算出

　自然計数率(cpm)と測定時間(min)から領域の検出限界計数率(cpm)を求め、この値と領域の計数効率から

検出限界値(dpm)を算出する。なお、検出限界計数率(cpm)は次式により算出する。

nd ： 検出限界計数率（cpm） nb  ： 自然計数率（cpm）

tb  ： 自然計数率測定時間（min） ts  ： 試料測定時間（min）

ｋ ： 3

出典：JAERI-5002保険物理部の活動1960年

図１　酸素気流中燃焼装置
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４．測 定 機 器

液体シンチレーション測定器　 PerkinElmer Tri-Carb 5110TR

５．分 析 日

令和 ４年 １２月 １日 ～ 令和 ５年 ２月 ７日

６．測 定 日

令和 ４年 １２月 ３日 ～ 令和 ５年 ２月 ８日
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添付８：サンプリングブロック計算方法 

 

サンプリングブロック（以下ブロック）：土壌を 30 cm×30 cm×30 cmで区切ったもの 

ブロック上部の放射能濃度：上部表面の中心で採取した土壌の放射能濃度 

ブロック下部の放射能濃度：直下のブロック上部表面の中心で採取した土壌の放射能濃度 

土壌重量：30 kg（1つのブロックの重量を計測した結果） 

 

ブロックの放射能量＝（ブロック上部の放射能濃度＋ブロック下部の放射能濃度）÷2×土壌重量 

 

なお、漏えい時期が明確でないため、半減期補正は出来なかった。そのため土壌中に確認された放射能量を

漏えいした放射能量とした。 

ブロック上部の放射能濃度 

ブロック下部の放射能濃度 

＝下層のブロック上部の放射能濃度 

30 cm 

30 cm 

30 cm 



 

 

添付９－１：脱落時期推定 

これまで第一実験棟床下配管について定期的に点検した記録が残っておらず、脱落時期について正確

な時期は明らかに出来なかったため、漏えいした総放射能量と第一実験棟 111室から排水した RI 量の関

係性から、脱落した時期を以下の方法で推定した。 

 

【脱落時期の推定方法】 

①脱落箇所の上流側にある排水口は 111室流しのみのため、漏えい放射能全量が 111室流しから排水さ

れた RI 由来であると仮定して、RI の最終使用時期である 2020年 3 月から過去に遡って、111室か

らの総 RI 排水量を累計する。 

②累計した 111室からの総 RI 排水量が、漏えい放射能量（3H で 5.01×108 Bq、14Cで 4.11×108 Bq）に達

した時期を脱落時期と推定する。なお、3H については減衰を考慮する。 

＊前提①：111室からの総 RI 排水量 

第一実験棟における各部屋からの RI 排水量を記録する仕組みではなかったため、111室での RI 使用

量に「排水への RI 混入率＝0.01」を乗じて、111室からの総 RI 排水量を算出する。なお RI 混入率は

許可申請書の排水設備能力計算条件に記載した値とする。 

＊前提②：111室での RI 使用量 

RI 使用申請は部屋毎に申請される仕組みであるが、実験に使用後排水される部屋は記録しない運用

であるため、第一実験棟全体及び隣接する 315室で使用申請※5された RI 総量を、RI を排水していた

部屋数（3H で 6部屋、14Cで 7部屋）で除して、111室での RI 使用量を算出する。 

※5：3H に関しては、1件 1件使用申請された日を基準放射能とし、2022年 12月 31日までを減衰補

正した。 

 

【脱落時期の推定結果】 

漏えいした総放射能量と第一実験棟 111室から排水した RI 量の関係性を表 2、3及び図 1、2に示した。 

その結果、3H 漏えい放射能量（5.01×108 Bq）に達した時期は 2010年、14C漏えい放射能量（4.11×108 Bq）

に達した時期は 2015年となった。 

 

表 2 111室の 3H 排水量累計計算表 （減衰補正有） 

 

 

直近 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度
第一実験棟・315室の
3H使用量(×108Bq）

111室での3H
使用量(×108Bq）

111室の3H
排水量(×108Bq）

111室の3H排水量
累計(×108Bq）

2019 77.33 12.89 0.129 0.129
2018 91.95 15.32 0.153 0.282
2017 862.66 143.78 1.438 1.720
2016 760.89 126.81 1.268 2.988
2015 178.59 29.77 0.298 3.286
2014 165.60 27.60 0.276 3.562
2013 99.88 16.65 0.166 3.728
2012 190.67 31.78 0.318 4.046
2011 250.36 41.73 0.417 4.463
2010 821.21 136.87 1.369 5.832
2009 183.91 30.65 0.307 6.138
2008 255.39 42.56 0.426 6.564
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図 1 111 室の 3H 排水量および排水累計量 

 

表 3 111 室の 14C 排水量累計計算表 

 

 

直近 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 111 室の 14C 排水量および排水累計量 

 

漏えい量 5.01×108 Bq 

漏えい量 4.11×108 Bq 

年度
第一実験棟・315室の
14C使用量(×108Bq）

111室での14C
使用量(×108Bq）

111室の14C
排水量(×108Bq）

111室の14C排水量
累計(×108Bq）

2019 293.70 41.96 0.420 0.420
2018 508.75 72.68 0.727 1.146
2017 789.75 112.82 1.128 2.275
2016 885.12 126.45 1.264 3.539
2015 579.57 82.80 0.828 4.367
2014 1132.94 161.85 1.618 5.985
2013 709.64 101.38 1.014 6.999
2012 885.83 126.55 1.265 8.265
2011 805.48 115.07 1.151 9.415
2010 2256.19 322.31 3.223 12.639
2009 1860.54 265.79 2.658 15.296
2008 2335.26 333.61 3.336 18.633

1×10
8 Bq 

1×10
8 Bq 



破断配管A全景

ソケット継手

上流側（西北西） 下流側（東南東）

変位の方向

破断配管A 上流側吊り金具 破断配管 A下流側吊り金具破断配管A 破断部

変位の方向

変位の方向

破断配管A 抜管サンプル状態

ソケット継手

上流側配管

下流側配管

ソケット継手

３．破断箇所A 調査結果

床下破断箇所の状況調査（写真）

前述したように、割れは塩ビ管ではなく、ソケット継手で発生している。
現場写真から、当該配管は、破断箇所であるソケットの上流側60cm、下流側90cmで、吊り下げ
金具で固定されているが、この吊り下げ金具がいずれも、床壁面に沿って上流側配管から下流側配管の
方向（西北西から東南東方向）へ変形しており、吊り下げ金具間で管のたわみが発生し、ソケット部が
屈曲する形で下向きに大きな変形が発生したと推察された。

塩ビ管は、⾧尺延⾧する場合、塩ビ管端部に接着剤を塗布し、このようなソケット継手の両端より、管
が突合せとなるまで差し込み、接着接合する。接着面は、管と継手の2層構造となり、通常はこのように
屈曲するような変形は起こりえない。ただし、挿入不足で、突合せ部分にソケット単層となる部分が存在
すると、自重を含め、負荷がかかった場合にはこの部分に応力が集中し、割れの起点となる可能性がある。

この吊り下げ金具の変形が発生した時期（施工時、割れ発生時、割れ発生後）が不明であるが、
破断箇所の状況から、当該配管は床壁面に沿って西北西から東南東方向に、大きな変位が発生した
ことで、ソケット部が屈曲する形で下向きに大きな変形が生じ、これが割れに繋がったものと推察された。

破断配管Ａ 平面図

上流側
（西北西）

下流側
（東南東）

添付１０－１：破断箇所A調査結果



抜管サンプルの破断状況調査（現地調査）

破断箇所においては、塩ビ管本体に割れや破損は確認できず、破断はソケット継手中央部のソケット単層
部分、上流配管の端部（ソケット継手単層部との境界）での割れが原因であった。
本来、ソケット接合部分で突合せとなる上流側配管と下流側配管、特に上流側配管が突合せ位置とな
るソケット中央部まで挿入されておらず、ソケット単層となる部分が存在したことが確認された。
なお、ソケット破断面は、凹凸の激しいギザギザした波面をしており、外部応力によって、ほぼ瞬間的に生じ
る脆性破壊の様相を呈していた。
以上のことから、ソケット部が屈曲する形で下向きに大きな変位が発生した段階で、上記ソケット単層部に
応力が集中し、挿入⾧さが短い（接着面積が小さい）、上流側配管と継手の2層構造の境界で、脆性
的に破壊したと推測された。

上流側配管

上流側配管 下流側配管

割れの起点

下流側配管

破断配管A 上流側ソケット破断面

破断配管A 割れ方向のサンプルの状態再現

割れの起点

割れの起点

上流側配管下流側配管

ソケット継手
ソケット継手

割れの起点

未接着部

接着部

破断配管A 下流側ソケット破断面

破断配管A 配管名称 破断配管A ソケット破断面
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４．脱落箇所B 調査結果

床下脱落箇所の状況調査（写真）

割れは床部からのレデューサー端面と、エルボを介して鋳鉄のチーズと接続されているバルブソケットの接続
端部のいずれも塩ビ樹脂部分で発生している。
説明のため、脱落箇所周辺の塩ビ配管を下記のように、B-1、B-2、B-3配管とした。

レデューサー接続部分は接続されていたＢ-1配管には割れが確認できず、レデューサー縮径部が床壁面
に対して垂直にえぐり取られる形で、また、バルブソケットは鋳鉄チーズ端面で同じく床壁面に対して垂直に
破断し、脱落している。
現場写真から、B-2配管の上流側の吊り下げ金具は、床壁面にほぼ垂直（西北西から東南東方向）
に変形しており、 B-1配管においても同様に、この方向に大きな変位が加えられた可能性が示唆された。

脱落配管B
上流側吊り金具部分B-1配管

変位の方向

脱落配管B 脱落前状況（再現）脱落配管B 脱落状況 脱落配管B 鋳鉄チーズ破断部

変位の方向

B-2配管

脱落配管Bを横から見た 平面図 脱落配管Bを上から見た 平面図

西北西

東南東

西北西 東南東

西北西 東南東

添付１1－１：脱落箇所Ｂ調査結果



抜管サンプルの破断状況調査（現地調査）

レデューサーの破断面は、凹凸の激しいギザギザした波面をしており、外部応力によって、ほぼ瞬間的に
生じる脆性破壊の様相を呈していた。レデューサーにおいては、縮径部はレデューサー単層となり、配管と
の二重構造となる他の部分に比べて変形に対する強度は弱くなること、縮径部の波面の中央付近から、
脆性破壊の凹凸破面が、両サイドに進展している様相が確認されることから、下記に示す部分が起点と
なった可能性が高いと思われる。

縮径部

割れの起点

割れの起点

鋳鉄チーズとの接続部であるバルブソケットにおいては、
負荷を受けた場合、鋳鉄管とのソケットとの接合端面で、
オスねじのねじ切り部に応力が集中することになるため、
接合端部での割れとなったと考えられるが、異種管での
接合であること、ねじ切り部は切り欠きの影響もあり、
波面での破壊形態は特定できなかった。

脱落配管B レデューサー破断状況 脱落配管B レデューサー破断面

脱落配管B バルブソケット破断面脱落配管B バルブソケット鋳鉄チーズ側破断面

B-2配管側

B-1配管

エルボ

凹凸波面の進展

拡大

添付１1－２



B-2配管

B-1配管

エルボ

バルブ
ソケット

変位の方向

上流側

B-3配管

脱落配管B 脱落前状況
（上流側より観察したものを再現）

破断状況調査による脱落箇所Bの割れ要因についての所見

以上の各箇所の割れの状況（現場写真）と破断面の状態観察を実施した結果、レデューサー部分は
床壁面と垂直方向（西北西から東南東の方向）に、吊り下げ金具が変形するレベルの大きな変位が
発生し、鋳鉄チーズを介して接続されたB-2配管が床壁面と垂直に移動するに伴い、B-1配管も移動し、
レデューサー接合部分で強度が弱い縮径部に応力が集中した結果、脆性破壊し、破断に至ったものと
推定される。

バルブソケット部の破断、脱落については、波面観察での特定は困難であったが、レデューサーの破断状況
から推察すると、同様の変位が発生したことで、鋳鉄管とのソケットとの接合端面には応力が集中し、引き裂
かれる形でほぼ同時に破断、脱落に至ったか、もしくは、その段階で生じたクラック等の影響で、その後、B-1
配管の自重によって破断、脱落が生じたと推察されるが、脱落の時間的な経緯を判断するには至らなかった。

B-1配管

B-2配管

エルボ
バルブ
ソケット変位の方向

上流側

B-3配管

割れの起点

脱落配管B 脱落前状況
（床壁面を背面して観察したものを再現）

B-1配管

Bのラインとは関係のない配管

脱落配管B 脱落前状況
（現場写真）

添付１1－３



 

 

添付１２：要因解析図 

 

 
事象 原因 調査項目 調査結果 破断に至る可能性 破断面調査結果との一致

（瞬間的な強い⼒） 総合判断

〇︓可能性⼤ 〇︓尖った破断面になる事象

△︓可能性あり ×︓尖った破断面にならない事
象

×︓可能性なし

除染業者によるものではない

動物によるものの可能性は低い

考察

破断面調査結果より排⽔管の状態異常による
破断ではない

×放射線 塩ビの耐放射線性 1.5MGy（胸部レントゲン  ︓400億回照射分）
放流した放射性物質では明らかに達しない × ×

判断不能

破断・脱落に至った直接の原因の可能性⼤

傾斜不⾜（⻑期滞
留） △ × ×

呑み込み不⾜の箇所があるが接続部の強度は⼗分
であり主要因ではないと判断した

余分な接着剤の痕、確認できず

顕著な傾斜不⾜は確認できず

現在の一般的な基準より間隔が広かった

傾斜不⾜によるものではない

×

×

×

〇 揺れによって、振幅が増幅され破断につながった
可能性がある

接着剤の塗りすぎ

排⽔管⽀持体不⾜

×

△

破断 配管の経年劣
化 排⽔管の状態 表面に劣化は確認されず × ×

不適切な排⽔ 排⽔管の状態確認

排⽔管の下に細かい横筋、および膨張が認められた
聞き取り調査から、熱湯、洗浄に使った少量のメタ
ノールを流した可能性があるが主要因ではないと判
断した

△ × ×

×

過去︓聞き取り調査を実施したが事象の発⽣は確
認できず △ 〇 ×

過剰な応⼒ 建屋のゆがみ 建屋の傾き、ゆがみは計測されなかった × × ×

⼈為的な圧⼒ 除染業者︓破断面に埃が堆積していたので、今回
の確認によるものではない × 〇 ×

施⼯不良 × × ×接続部呑み込み不⾜

動物による圧⼒ 動物が容易に⼊れない
糞や⾜跡も確認できない × 〇 ×

〇︓主要因

×︓影響なし

⽀持体脱落による配管のたわ
み ⽀持体脱落は無かった × × ×

地震などによる揺れ 1965年以降，地震は何度も発⽣している 〇 〇 〇



添付１３：RI管理区域化予定箇所図面

【RI管理区域間】

【第三・第四実験棟１階平面図】【第三・第四実験棟地階平面図】

【第三実験棟断面図】 【第四実験棟断面図】

排水設備間

第三実験棟トレンチ
第四実験棟トレンチ

315室床下
第四実験棟床下

315室床下

第三実験棟
配管室

4B00室前
リフター

第四実験棟1階全域
（SMCLセンター）

：2023年度中の管理区域化を目標

：2024年度中の管理区域化を目標

：RI管理区域



 

 

添付１４－１：井戸水測定結果 

近隣井戸水中放射能測定（半期毎・事象発覚後は毎月・3H のみ）および事業所内の井戸水中放射能

測定（週次・3H および 14C）結果のグラフを以下に記載する（図 3、4、5）。BG 試料は水道水を使用し

た。なお、本測定は測定試料と BG試料を比較して放射能の有無を確認する測定のため、両試料共に測

定結果に影響を及ぼす不純物を含んだまま測定しており、3Hおよび 14Cの値は過大に評価されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 近隣井戸水中放射能測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 事業所内の井戸水中放射能測定（3H） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 事業所内の井戸水中放射能測定（14C） 
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図 6 井戸水採水場所 

 

  



 

 

 

参考資料１－１：用語類の解説 

 
3H（トリチウム） 自然界にも存在する放射性核種で、水の中に僅かに含まれている。半減期約 12 年。

β 線を放出するが、その空気中の最大飛程は数 mm 程度であり、外部被ばくの要因

となることは無い。 

14C（炭素 14） 自然界にも存在する放射性核種で、あらゆる有機物に僅かに含まれている。半減期

5730 年。β 線を放出するが、その空気中の最大飛程は 25 cm 程度であり、ある程度

の距離があれば外部被ばくの要因となることは無い。 

レデューサー 異なる径の配管を接続させるための、漏斗のような形状の部品。写真１参照。 

バルブソケット 塩ビ配管のネジ部。金属管などねじ込み式の配管と接合させる際に使用する部品。

写真２参照。 

吊り金具 天井から配管を吊り下げる際に使用する金具。写真３参照。 

振れ止め支持 配管を壁や床などに固定するための金具。写真４参照。 

耐火二層管 外層にセメントモルタル管、内層に塩化ビニル管の二層構造からなる排水管。 

フェイルセーフ構造 故障・破損・操作ミスなどが発生した際、必ず安全側に移行することで被害を最小

限に抑える仕組みを持つ構造。多重防護。ここでは配管が破断してもコンクリート

床で漏水を受け止め環境に広がらないような構造を指す。 

科学技術庁告示第 5

号の下限濃度（放射性

同位元素と認められ

る濃度） 

IAEA（国際原子力機関）国際基本安全基準（BSS）の規制免除レベルであり、当線

源についてその使用や処分に伴う全ての被ばく経路を考慮して、その被ばくが年

間 10 μSv になるよう科学的に算出された数値。 

預託実効線量 放射性物質を摂取した場合に、それ以降の 50 年間（小児は 70 歳まで）にその放射

性物質によって被ばくする線量の合計値。 

公衆被ばくの実効線

量限度 

ICRP（国際放射線防護委員会）2007 年勧告に定められた、職業上で被ばくするこ

とのない一般公衆の被ばくの限度。 

バイオアッセイ 生物材料を用いて生物学的な応答を分析するための方法。ここでは尿中の放射性

物質濃度を測定することで内部取り込みの有無を確認した。 

 

 

 

 

 



 

 

参考資料１－２ 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真１ レデューサー】 

【写真２ バルブソケット】 

【写真３ 吊り金具】 【写真４ 振れ止め支持】 
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土壌 中における溶解物質 の移動予測の シナ リオ
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p h y sic al，Ch em ical an d  b i o l o g i c a l p h e n o m e n a  m a k i n g  u p  a  s y s t e m  o f  m a t e r i a l t r a n s p o r t i n  s o i l s ， S u C h  a s

p ore stmcturein soil，abso叩tion ofions to soilpaれicles，Captu代Ofsolidpa爪iclesinpores，decomposition
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i s  s t a t e d i n  d e t a i l t h a t  p r e d i c t i o n  o f m a t e r i a l t r a n s p o r t i n  s o i l s  w i l l b e  s u c c e s s f u l a f t e r  s u c h  a c t i o n s  a r e

q u an titatively  d e s c r i b d  b y  u s i n g  m a t h e m a t i c a l e q u a t i o n s  a n d  a f t e r  t h e y  a r e  c o m b i n e d  w i t h  m a t e r i a l

t ran sp ort  e q u a t i o n s ．

K 耶 侶r由 ：5b il，M 知遇trm prOt，Ion e肛 han節 ，P a托icle m i訂ation ，M 如ed d 血卵 d血ion ，M 加ed d 血弧1u tion ，P I∝由i也止ion

（S o il P h y s．C o n d ．P la n t Growth，血nリ67，51－57，1993）

1． は じめ に

土壌の中では、多種多様 な物質、た とえば土葬鉱物や

農薬・肥料 由来の無機イオ ン、無機化 合物、懸濁微細固

形粒子、あるいは生物体 由来 の炭水化物、 タンパク質、

油脂 、 あ るい は炭 酸 ガ ス 、 メ タ ンガ ス の よ うな各 種 ガ ス

成分 な ど な どが集 揖 した り、 あ るい は消 失 した りす る。

それは、土襲を構成す る土粒子や有幾物が移動中 の物質

を吸着 L た り、吸着 していた物質を放出 し土車中 の移動

にゆ だね るか らに ほか な ら ない 。人 糞酌 ま、 古 くか ら、植

物の栽培、汚水の処理、施設の建設 などにこ うした現象

を巧み に使いこなし、豊かな生物生産や快適 な生活環境

作りをす す めて きた。 最 近 で は、 さ らに、 砂 漠 の線 化 、

土襲劣化の防止、水質の浄化 など自然環境 の保全 のため

に、 この 現象 を上手 に活用 しよ うとい う考 え方 が定 着 し

てい る 。

そ の 際 に いつ も求 め られ て い る事 は、 物 質 が ど の よ う

な原理 によって土車中を移動す るのか、土集中での物質

の吸 着 や放 出 が ど の よ うな規 則 に した が って お こ なわ れ

るの か、 と い う事 で あ る。 そ れ は、 と り もなお さず 、溶

解物 質 の移 動 予測 の シ ナ リオ を求 め る事 に ほ かな らな い

と思 われ る。 しか し、 そ の シ ナ リオは 、完 成 され て い る

とは まだ まだ い い難 く、詳 しい研 究 を待 た なけ れ ば正 確

に措 きつ くせ な い現 状 に あ ろ う。 しか し、 現 代 に お け る

その必 要 性 と重 要 性 を思 い、 あ えて こ こに、 い ま研 究 に

努力が払 われている事項 1）を概観 してみた い。それは移

動予 測 シ ナ リオ の デ ッサ ン と言 って も よい もの で あ る。

2 ． 溶解物耳の移動・集穣・ 消失のシステム

土壌中におけ る物質の移動は、ひとつには、物質が水

に溶けて、水の中を拡散す るか、水の動 きに乗 って土車

の間 隙網 をた どっ て発 生 す る分 散 洗 お よび 水 の フ ラ ッ ク

スに よ り運 ば れ る移 流 に よって 行 われ る。 ふた つ 日には、

ガス体 と して土串空気中に存在 し、土車 間鯨 を拡散 する

事に よっ て行 われ る。 ガス の分 散流 や 移流 に よる移 動 は、

全圧 を変 化 させ る よ うな特 別 な事 情 が な い か ぎ り発 生 し

ない で あ ろ う。

＊東京大学農学部

キーワー ド：土中物質移動、土卓のイオソ交換 、粘土粒子の描獲、有機物の分解、溶解 と析 出

参考文献1：中野正詩（1993）「土壌中における溶解物質の移動予測のシナリオ」土壌の物理特性、第67
                    号、p51~57

23013788
ハイライト表示
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土簾中の物質 の集積や消失 について、 まず岩石 の風化

過程 に生成され た無機物 質や土壌に投入 された農薬・肥

料物質 について言 えば、土壌中に集積す ることは、水に

溶けて移動 していた物質が粘土鉱物 や土額有磯物 など土

境構成物質に吸着 された り、固体状の塩 を生成 して静止

する事 で あ る。 また 、 土壌 の外 部 か らの投 入 が 多 くな っ

たり、土堆鉱物 の結晶中か ら溶け出 して液相中の濃度が

濃くな る こ とで も行 わ れ る。 土 壌 か ら消 失 す る事 は、 水

に溶けていた物質 が水 と一緒 になって土筆体の外部 に流

出する事であ り、土襲の構成物質に吸着 されていた物質

が離脱 して水中に放出 された り、固体状 の塩や土境鉱物

か ら水 に溶 け だ した もの が 、水 の 土 車外 流 出 によ り土 壌

外に排 出 され る事 で も あ る。

生物体 に由来する有轢物質について言えば、土簾 中で

の集積 は 、第 一 に は生物 体 の分 解 に よ ると こ ろが大 きい。

しか し、注 目す る右 横 物 質 に よ って は 、 や は り水 に溶 け

て移動 してきた物質 が土壊構成物質 に吸着 あるいは捕獲

された り、腐植物質を形成 し土粒子の表面に付着 して静

止す る こと に よ って行 われ る。有 機 物 質 の 消失 は 、 土襲

微生 物 の働 き等 に よっ て分 解 を うけて し ま った り、 や は

り水に溶けて移動 し水と一緒に土壌 の外に流出す る事に

ょって 行 わ れ る。 有幾 物 質 につ い て は、 つ ね に分 解 を う

けて 消 失 す る方 向が 大 きい と考 え て いて よい。

ガス状物質 について言えば、その集積は、固体状の無

幾物質 の生成や分解、あるいは有機物 の分解、土葬微生

物や植物板の呼 吸などが きわめて急激 に進む ときに発生

す る。 その 消失 は、 や は り水 に溶 け て 水 の移 動 に よ り土

車 外 に流 出 す る こと に よ って も行 わ れ る し、 水 に溶 解 し

ていた物 が土簾空気 中に析出 して土壌間隙をガス体 で移

動 し、 土車 の 外 に消 散 して い くこ とで 行 われ る。

こ う してみ る と、 土車 中の各 物 質 の振 る舞 い は 、移動 ・

集積・ 消失 の連鋳 と、 くわえて固相成分 としての存在 ・

液相 に溶解 した存在・気相成分 としての存在 および右横

物相成分としての存在 の連鎖 という二重の連鎖の中にあっ

て、 い わ ば一 つの シス テ ム を形 成 してい る と言 うこ とが

で きる。 そ こで、 土 車 中 の あ る部位 に お け るあ る一 つ の

物質 の振 る舞 い は、 次 の よ うな シナ リオ の下 に追 跡 され

る こ と に な る だ ろ う。

まず 、注 目 L た あ る物 質 が 、液 相 中 に も気 相 中 に も固

相 中 に も存 在 す る場 合 を 仮想 しよ う。 そ こで、 注 目 した

物 質 の液 相 ・ 固 相 聞 のや りと りが な く、液 相 ・ 気 相 間 の

や りと りもない 、 かつ液 相 や気 相 そ して 固相 内 で は分解 ・

生成もな くて物質が土車中を移動するような単純移動ケー

ス を想 像 しよ う。 土車 中で は、 こ う した 単 純移 動 ケー ス

はまず有 り得 ない。 この場合、単純 に、液相中の移動追

跡 と気相中の移動 を追跡 し、液相および気相中に存在す

るもの を追 跡 す る こと で 目的 は 万事 達 成 され る。

た とえ、液相中や気相中でのその物質の分解・合成が

発生 して も、 なお液 相・ 固相聞 のや りと りもな く、液相 ・

気相 間 の や りと り もな い、 か つ 固相 内で の分 解 ・ 生 成 も

ない よ うな場 合 で は 、 まだ 液相 ・ 気 相 にお け る移 動 計 算

によ って液 相 中・ 気相 中 にあ る もの の追 跡 を お こ な うこ

とで よい。 こ の ケー ス で、 液 相 と気 相 間 の や りと りが併

発して も、そ のや りと りを移動 計 算 の さ いに考 慮 すれ ば 、

追跡 の 型 は これ と変 わ るこ とは な い。

さ ら に、物 質 の液 相 ・ 圃 相 問 の や りと りが併 発 す る場

合で も、化学的反応を受けて液相中に存在 したときに持 っ

てい た性 質 を 固相 中 で は失 って しま うとい った性 格 の も

ので ある場合 では、その追跡は まだ単純移動ケースの場

合と同 じ形式 ですむ。

しか し、 そ れ以 外 の 場 合、 つ ま り、物 質 が 液相 か ら消

失して も、 た とえば 固 相 に吸 着 され て もな おそ の 性質 を

維持 し続 け る場 合で あ る とか、 固 相 中 で 、次 々 に 新 し く

生産 され 、 か つ 水 に溶 解 し続 け る よ うな場 合 で は 、液 相

中や 気相 中 に 存在 す る もの に つ いて 追 跡す る こ と と平 行

L て 、 圃相中に存在す るものの量的な変化 を追跡 しなけ

れば な らない 。 言 うまで もな く、 この 場 合 、移 動 は 気相

と液 相それぞれについて計算 し、集積や消失 は液相、気

相、 国相 のそ れ ぞ れ に存 在 す る ものの 総 和 と して 示 す こ

とに な る。 も ちろ ん 、三 相 そ れ ぞれ の移 動速 度 の比 率 や

存在比率を示す ことが きわめて重要で、 かつ必要である0

土襲 で は 、 こ の ケー ス が普 遍 的 な ケ ー スで あ る。

こ の よ うな や り方 で物 質 を土 車 中 で追 跡 す る事 は、 そ

の移動・ 集積・消失が土襲 の中の どのよ うな所で行 われ

て い る かを 明 らか にす る事 に他 な らな い。 と ころ が、 土

襲 の ミク ロな構 造 は 土 車 ごと に異 な り、多 様 な もの が あ

る。 そこで、土車中の物質追跡 を試み るには、追跡 を試

み よ うと して い る土 壌 の構 造 を あ らか じめ把 握 す る事 が

要 求 され る。 つ い で、 追 跡 しよ うと して い る物 質 の物 理

的、化学的、生物的 な変化あ るいは変質、 さらに固相や

液相、それ に気相 の中での形態について まえもって理解

して お く事 が要 求 され る。

3． 土壌の間隙特性 と水・ ガス移動

物質の移動 は、土中水や土中ガ スが移動す る土壌間隙

の中で行われる。従 って、その移動追跡 は、土筆の間隙

構造 の特徴に応 じて発生す る水 とガスの移動を適切 に追

跡 し うる数 理 モ デル を構 成 しなけ れば 適 正 に行 われ な い。

土 革 に は、 マ トリ クス間 隙 とマ クロ間 隙 が あ る。 そ れ

らの 大 きさの 境 界 は小 さい と ころ で取 れ ば径 7 5 〃m ぐ ら

い、 目視 の範 囲 で 言 え ば、 1 0 0 0 JJ m ぐ らい 2）に あ る とい
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う。 マ トリ クス間 隙 は、 土 粒子 が集 合 して で きたす き ま

であ り、土壌 が持つ基本的な間隙であ る。それは、団粒

構造が ない土壌では単純に不規則 な網 目形状をとって広

が って い る。 団 粒構 造 が 発達 した土壌 では 、 この マ ト、リ

クス間 隙 は、 さ らに 2 種 類 に分 かれ る。 す な は ち、 団粒

内マ ト リクス間 際 と団 粒 外 マ トリクス間 隙 に分 かれ る。

マクロ間隙は、植物の板跡 、土壌動物 の活動跡、乾燥亀

裂 、力 学 的 なせ んだ ん跡 な どで あ る。そ の大 き さ、長 さ、

形 状 は 、土 壌 に よ って ま ち ま ちで あ る。

土筆 中 の水 の移 動 は 、従 って 、 マ トリクス間 隙 を移 動

す る もの とマ ク ロ間 隙 を移 動 す る もの に分 かれ て行 われ

る。砂 の水移 動 は単純 な網 目形状 を と るマ トリクス間 踪

を た ど る もの だ けで あ る。 しか し、 通 常 、土 車 で は 、 ほ

ぼ確 実 に団粒 構 造 が存 在 し、 マ クロ間 隙 も形 成 され て い

るので 、水 移動 はそ の形 態 に よ って異 な った状況 にな る。

す なは ち、地 表 か ら雨 水 や か ん がい 水 が浸 潤 す るよ うな

場合の水移動では、団粒構造下 のマ トリクス間隙を経由

す る水 移動 と、 マ ク ロ間 隙 を経 由す る水 移 動 とが共 存 す

る。 とは い え、 マ ク ロ間隙 を通 る移動 が最 も早 く、 しか

も大 きい。 つ い で団 粒 外 マ トリクス間 隙 を通 る移 動 、 そ

して 団粒 内マ トリクス 間隙 を通 る移動 の順 に遅 く、 か つ

小 さ くな る。大 雨 の 土 中 へ の浸 透 の よ うな場 合 の 水文 学

的 スケ ー ルで は、 マ ク ロ間 隙 が主 役 とな る ことが あ ろ う。

そ れ も、 空 洞 の よ うに大 きい もの、 た とえ ば通 路 空隙 と

も言 うべ き ものが 主役 で あ ろ う。 そ れ に対 して 、 蒸発 に

よ り地 表 に 向 か う水移 動 や 蒸散 に よ る植 物 板 に 向 か う水

移 動 で は 、 マ トリクス間 隙 を通 る水 移動 が主役 に な る。

この場合、団粒外、団粒内の水移動の区別を重 みを付け

る こと は 困難 で あ り、両 者 が ど うじに複 合 して働 くもの

と考 え られ る。

ガスの移動は、土中空気が存在する間隙、つ まり空気

間隙の中で行われ る。概 して言えば、土中水分が多い状

態で はマ ク ロ間 隙 が そ の主 役 とな り、 土 中水 分 が減 少 す

るにつ れ て さらに 団粒 外 聞 鞍 が加 わ り、 さ らに土 中水 分

が減 少す れ ば団粒 内 間隙 もガ ス移動 を行 うよ うにな ろ う。

ただ し、 この際 の空 気 間隙 ほ決 して 気相 率 で表 され る間

隙ではない。正確 には、通気空気率といった用語 を用い

て言 うよ うな 土中 空 気 が遵 通 して い る間 隙 で あ る。 言 う

まで も な く、 これ は気 相 率 よ り小 さ くな る。 土 中 水分 が

多い ほ どそ の差 は 大 き く、 土 中水 分 が小 さ くな る に つれ

その差 は殆 ど無 くな る よ うな 性質 の もの で あろ う。

と ころ で、 粘性 土 、 そ れ もモ ソモ リ ロナイ トを 5 0％以

上も含 む よ うな土壌 で は、 も う一つ の間 隙 の形 態 が あ る。

モソモ リロ ナイ トは 8 枚 前 後 の薄 い板 状 の鉱 物 が 積 み重

なって あ た か も一 つ の粒 子 の よ うに振 る舞 う粒 子構 造 を

とって い る。 これ は 層状 体 と言 われ る。 この層状 体 の間

には 水 を持 つ 事 が 出来 る。 モ ソモ リロナ イ トを含 む 粘 性

土の土額 では、そのため、層状体が また幾 つか集合 して

団 塊 を作 り、 与の団 塊 が 集合 してマ トリ クス間 隙 を 作 る

と考 え られ る。従 って 、 この土 壌 で は 、 マ ク ロ間 隙 や マ

トリクス間 隙 の他 に、 マ トリクス 間隙 よ りさ らに小 さい 、

板状 の鉱物の間にある間隙、す なわち層間間隙が存在す

る。 そ して 、 この居 間 間隙 も水 分 量 が多 い と きは 水 が通

る隙間 に な ってい る とみ られ て い る。 水分 量 が小 さ くな っ

た と きに も この層 間 間隙 が水 の 通路 と な って い る か と い

う疑 問 に は、 そ うな っ て い る とは に わ かに は 答 え に くい

現 状 に あ る。

粘性土 におけ るガス移動では、層状体が作 る団塊 間に

あ る間 隙 がそ の通 路 で あ り、層 間 間 隙 は まず そ の通 路 と

なる事は ない。粘性土で空気 間際が発生するのは相 当に

土中水 分 の 少 な い乾 燥状 態 に な って い ると きで あ ろ うと

思われ るが、その通気空気率 は、一つ一 つの間隙が極 め

て 小 さい こと か ら、間 隙 ネ ックの い た る と こ ろに水 が凝

集 していわゆる液島が形成 され、間隙 の連続が分断 され

て い る と想像 され るので 、 気 相 率 よ りか な り小 さい も の

とな るで あ ろ うと考 え られ る。 そ れで 、 粘 性 土 の ガ ス移

動 もや は りマ ク ロポ アが 主 役 を果 たす もの と見 られ る。

4・ 土壌中における物質の物理・ 化学・生物的な挙

動

（1） 粘土粒子や有機物に よる物質の吸着・ 離脱

物質の吸着 と離脱は、土壌中では一種 の物質交換反応

で あ る。 しか し、 液 相 か らみ て も固相 か らみ て も両 者 は

ただ方向が反対向 きで生 じる現象で、物質の保存 を移動

学的 に見 る場合、離脱 は数式の上では負の記号を取 る吸

着項 として処理 してよい。粘土粒子の表面には、負荷電

が並 ん で い る。正 荷 電 も持 って い るが 、 そ れは 負 荷 電 の

1／10程 度 で あ る。 腐植 も負荷 電 を持 って い る。 その た め、

無煉化学物質やタンパ ク質、脂質の一部 などの電解質 と

の間では静電力が働 く。 また土壌中の教細間隙に残 され

た生物由来の有線化学物質 との間には、共有結合 ない し

は水 素 結 合 が行 わ れ る可 能 性 が あ る。 こ う して吸 着 が 生

じるが、 そ れ は瞬時 的 に行 わ れ る もの とみ な され て い る。

その た め 、吸 着 され て い る物 質 の量 と水 に溶 け て い る物

質の 量 と の間 に平 衡 が常 に成 立 して い る と考 え られ て い

る0 吸着 す る物質 と吸 着 され る物 質 との問 に働 く力 の大

き さは、 そ の組 み 合 わ せ に よ って こ とご と く異 な っ て い

る0 粘 土 粒 子 と無 磯 イ オ ンの 関 係 に つ いて い え ば、 陽 イ

オンで は 、 2 価 の イ オ ンの 方 が 1 価 の イオ ンよ りも強 い

静電 力 が働 き、 一価 の イオ ン同士 で は イオ ン半径 の 大 き

いセ シ ウムの ほ うが半 径 の 小 さい ナ トリ ウム に比 べ て大
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きな静 電 力 が 働 く。 また 、 陰 イ オ ソ同士 で は、 珪 酸 イ オ

ソの 方 が硝 酸 イオ ソ よ りも強 く吸着 され る。 そ の ため 、

粘土粒 子 あ る いは 有放 物 と イオ ソ との間 に は物 質 の組 み

合わ せ の こと ご と くに特 有 の関係 式 が成 立 して い る とみ

られ、これは吸着平衡曲線 と呼ばれている。吸着平衡 は、

また、注 目した物質のみの量的な状態だけでな く、液相

中に共存す る多種物質や吸着 されている多種物質の種類

や量 、 そ れ らの総 量 な どに よって も こ と ごと く異 なって

いる。 例 えば 、 グ ラフの 上 の一 方 の軸 に 吸着 され て い る

全て の物 質 に対 す る注 目 して い る物 質 の 分 率 を と り、 も

う一方の軸 に土中水中に溶解 している注 目物質 の濃度分

率を取ってこの吸着平衡 曲線を措いてみ ると、直線で表

され る物 もあ り、 上 向 きに 凸の 曲 線 に な る と き もあ り、

下向 きに 凸 の 曲線 にな る事 も あ る。今 の と こ ろ、 この吸

着平衡曲線をケース掛 こ一つ一つ測定 して、土壌 中で の

吸着 の状 況 が見 横 もられ て い る現 状 で あ る。 しか し、注

目した物質が複雑 な構造 を持つ高分子物質 であるとか、

土 襲構 成 物 質 との 間 に働 く作用 が よ く把握 しえ ない よ う

な物質で ある場合には、単に吸着 され る量が液相中の濃

度 の 関 数 と な る と す る と フ ロ イ ソ ド リ ッ ヒ 式 、 あ る い は

ラ ソ ダ ミュア式 の よ うな単 純 な物 理式 を利 用 す る こ と も

よ く行 わ れ て き た。

（2） 微細固形粒子 や教生物の捕獲 とフラッシュ

固形 粒 子 の代 表 と して 粘 土粒 子 を見 る と、そ の 大 き さ

は 単粒 で は約 2 〝m 以 下 で あ るが30 〝m 程度 の団 粒 を つ

くって い る。微 生物 は 、細菌 で 代表す れ ば 5 な い し

0 ．2 〃m の 大 き さで あ る○ 一 方 、 土 壊 の マ トリク ス間 隙

はp F 3 相 当 の間 隙 で 3 〝m ほ どの 大 き さ が あ るo  p F 2

相 当では 30 〃m で ある0 つ ま り、赦細な固形粒子や微生

物 を懸 濁 して い るよ うな 、 い わ ゆ る汚 濁 水 が土 壊 表面 に

供 給 さ れ た と き、 あ る いは 降 雨 中 の雨 滴 の衝 撃 に よ る土

簾 団粒 の破 壊 に よ り土粒 子 が 分散 す る よ うな とき、 水 の

土車中への侵入 とともに固形粒子 も微生物 もやは り土車

中 を移 動 し、土 車 中 の ど こか に集 積 す る0 この集 横 は、

土掛 こよ る描 獲 と いわ れ る0

こ う した 捕獲 は 、第 一 に 、 土車 間 隙 の径 よ り大 きい物

質 は 間 隙 を通 過 す る ことが 出 来ず に間 隙 の 入 り口 に引 っ

かか り間隙 を閉 塞 す るよ うに行 わ れ る。 これ は横 械 的 ふ

る い作 用 に よ る閉 塞 とい わ れ る○ 第 二 に、 間 隙 を通 過 中

の物 質 が間 隙 の壁 に近 づ い て壁 に接 触す る よ うな とき、

物質 は壁 に付 着 し間隙 径 を縮 小 す る よ うに も行 わ れ る。

これは運動学的作用による閉塞 といわれ る0 第 三 に、 間

隙 の 中 に あ る水 の な か で も物 質 は沈 降運 動 をす る こ と も

ぁ り、 間 隙 が ち ょ うど T 字 路 の よ うに な って い る所 で 沈

積 す る よ うに も行 われ る0 これ は沈 積作 用 に よ る捕獲 と

いわ れ る。 もち ろ ん、 表 面 に荷 電 を持 って い る微 粒子 は

間隙 の壁 との 問 で静 電 力 を 働 か せて 捕獲 され る0 この よ

うな捕 獲 現 象 は 、土 壌 の透 水性 を減 少 せ しめ る ことに な

る。

土卸 こよる微粒子や微生物の このよ うな浦獲 は、やは

り、すでに捕獲 されている量お よび水中 の懸濁 物質の濃

度に よ って左 右 され る。 しか しこの場 合 、更 に 、 水 が移

動す る速 さ、す な わち 水 の移 動 フ ラ ッ クス に よ って そ の

程度 が左 右 され る。 水 の 移 動 フ ラ ッ クス は水 圧 と透 水係

数に よ って 決 め られ るた め 、捕 獲 は水圧 の大 き さお よび

透水係 数 に よ って異 な る とい わ れ る こ と もあ る 0 もち ろ

ん、土 葬 間隙 の大 き さお よび粒 子 径 が大 き く効 い て い る0

また 、 土境 水 分 量 に よ って も左 右 され る。 しか し、 描 獲

量と こ う した諸 因 子 と の間 の 関 係 は、 種 々の もの が提 案

されて い ると は い え、定 説 的 な もの は い まだ 挙 げ る辛 が

で きない。追跡 の目的や土壌条件、微粒子や微生物 の特

性に応 じて、適切な関係を個々に調 べて使 う現状 である0

従 来、 や は り、懸 濁 粒 子 の場 合 や ウ イル ス の場 合 に 、 フ

ロ イ ソ ド リ ッ ヒ式 、 ラ ソ グ ミ ュ ア 式 を 用 い て う ま くそ の

移 動 と集 積 を 追 跡 した例 もあ った よ うで あ る。

微細固形粒子や教生物の土襲からの消失は、 フラッシュ

と言 わ れ る。 つ ま り、流 速 の 大 きい水 の流 れ が 与 え られ

た と き に、土 車 中に 集積 して い た もの が洗 い流 され る よ

うな現 象 で あ る。 フ ラ ッシ ュ の程 度 は 、水 移 動 の フ ラ ッ

クス の大 き さ、従 って 侵 入水 に かけ られ る外 部 水 圧 の大

き さに よ って 左右 され る。 しか し、 フ ラ ッシ ュ は、 人工

的 な浄 水槽 の なか で は見 られ て も、 自然 界 に生 じる土筆

中の 水 移動 で をままず 発 生 しな い と考 え られ る。

微生物の土壌 からの消失では、微生物 には 自走性 があ

り自 ら移 動す る事 で も行 われ る と言 わ れ てい る0 しか し、

そ の詳 細 な現 象 はい まだ に 明 らか で は な い。 微 生 物 の消

失は、なん といって も、個体 の過増殖、土串環境の急激

な変化や栄養の極端 な不足な どに見 まわれて生命活動を

終 え、 生体 が 分 解 され る とい った よ うな生 物学 的 な原 田

に よ る もの が大 きい とみ られ る。 これ は、 生 物体 由来 の

有携 物 の分解 の範 ち ゅ うで考 え られ よ う。

（3） 有摸物の分解 と放射性物 質の崩壊

生 体 は 、水 のほ か 、で んぷ ん や セ ル ロー ス、 ペ クチ ソ

な ど の糖 質、 タ ンパ ク質 、 脂 質 、 リ グニ ソ、 タ ソニ ソ、

そ れ に灰 分 な ど か ら構成 され て い る。 土壌 中 に 残 され た

植物 や動物の遺骸 は、磯械 的に細粒化 され、微生物によ

り分解され、分解生成物 として各種の有機化合物 を土車

中 に放出す る。 また、この分解過程で は、単糖類 の縮合

で あ る とか 、 ア ミノ化 合物 と糖 質 や リ グニ ソ との反 応 で

ぁ る とか 、 リ グニ ソの 解重 合等 が 生 じ、腐 植 物 質 が 合成
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され る。最 終 的 に は 、 この 腐植 物 質 も分解 され 、生 体 由

来のすべての有放物 は炭酸ガス、 アンモニア、硝酸塩な

ど に姿 を 変 え て しま う。

この各種有枚化合物 の分解 速度 は、その物質の現存量

に比例す る。従 って、注 目した有機物の量 は、土壌 中で

時間 の経過 につれて指数関数的に減少する。その比例係

数は、分解係数 と言われ、注 目した物質毎 に異な ってい

る。 た とえ ば、 で ん ぷ ん、 単 糖、 タ ソバ ク質 など の分 解

係数 は 3 Ⅹ 10 ▼1 d ‾l、 セル ロー ス に つい て は 8 Ⅹ1 0‾1 d

‾1、 リ グニ ソで は 5 Ⅹ 1 0 ‾4 d ‾1、 な ど ト3）が 与 え られ て

い る。 この大 き さの違 いは相 当 に大 き く、 そ の た め糖 質

や タ ンパ ク質 は早 々 に土 手 中 か ら姿 を消 して しま うので 、

易分 解 性有 機 物 と言 われ て い る。 リグニ ソは 長 い間 土 壌

中に見 られ、難分解性有機物 と言われている。一 つの物

質 についてのこの比例係数 は、分解者である微生物 の生

息 状 況 に よ って 変 わ って くる と思 わ れ る。 しか し、 そ れ

は物理 的 に は温 度 の違 い に よ り大 き く変 わ る もの と言 い

変 え て解 釈 され て い る。 ま た 、土 額 の質 た とえば 粘 土 鉱

物 の種 類 や 量 に よ って も異 な る。 さ らには 、分 解 有 機 物

質 の 現存 量 に よって も変化 す る と思 われ るが 、 これ は定

かで は な い。 つ ま り、 気候 条 件 、 土車 条 件 に よ り独 特 の

値を取 る。長期 間にわたって注 目物質 の分解・生成を追

跡 しよ うとす ると きに は、 この 比例 係 数 は 、温 度 、経 過

時 間 あ るい は 現存 量 の 関数 と して扱 うこ とが必 要 に な ろ

う 。

土壌中の右横化合物 は、長い時間 スケールでみれば、

消失 過 程 の み が行 わ れ る。 しか も、 注 目 した物 質 の消 失

は、 化 学 変化 を受 け て他 の物 質 に変 わ って しま う もので

文字 ど う りそ の場 で消 え うせ るもの で あ る。

しか し、注 目する有機化合物 が有機物 の分解過程で生

じる中 間 生成 物 の場 合 、 注 目 した物 質 が ま った く性 質 の

異な る親物質か ら化学変化 によって発生す る速度 がそれ

の分解消失速度を上回 るときには、土壌中での集横がみ

ら れ る 。

有棟 化 合 物 の土 車 中 へ の集 積 は 、 なん とい って も、 自

然的にも人為的にも生物体の土壌への投与がその分解 を

上回 るほ どに行 なわれ るこ とに よ って進 行す る。 例 えば、

稲藁 を連 続 的 に投 与 す る と300 年 ぐ らい まで は年 々有 機

物が蓄 積 され て い くと い う予 測 が あ る1）。

有機化 合物の分解 の場合、分解者である教生物 は有幾

物に付着 して 生 息 して い るで あ ろ うの で、 お そ ら くそ の

分解は、土粒子に付着 ない しは吸着 した有機物 およびそ

の分解生成物の分解が主体で あ り、土 中水に溶 け出 した

有機化 合 物 の 分解 現 象 は か な り少 な い と思 わ れ る。

さて、放射性物質の移動・集積・消失 については、 こ

れまで有機化合物 に関 L て述べて きた事項が、ただ有機

化合物 を放射性物質 と読み変 えるだけで、その まま適用

で き る。 また 、電 解 質 に つ いて 述 べ た 事項 もそ の よ うに

して適 用 で き る。 つ ま り、放 射 性 物 質 も、 親 物 質 の崩 壊

か ら注 目す る物質 が生 成 され 、 注 目物 質 は崩 壊 に よ り性

質の異なる異種の物質に変化す ることは有機化合物 のケー

スと変 わ りがな い。 しか し、土 中水 に溶解 した状態 に あっ

て も、土粒子など土壌構成物質に吸着 されて いて も、そ

れ ぞ れ 同等 の 重 みで 常 に崩 壊 を起 こ し、 こ うした変 化 を

継 続 し続 け る とい う点 は有 機 化 合物 の場 合 と異 な る と思

われ る。

（4） 化合物やガスの分解・生成 と水への溶解・析 出

無機化学物質に して も有機化学物質 に して も、 またガ

スに して も、 そ れ 自体 の分 解・ 合成 は言 うまで も な く化

学反応で ある。 これの土中水への溶解・析出現象 も、 ま

た、 物 質 ほ水 と化 学反 応 して い ると考 え る ことが で き る。

土筆 中 に水 が停 留 して い る か、 あ るい は水 の移 動 が あ っ

て も フ ラ ック ス が極 め て 小 さ い、 例 え ば1 0 ‾8c m ／s以 下

のよ うな場合は、反応物質の供給がないし、物質 と水分

子との接触時間 が長いわけで、その反応は平衡 に達 して

い る と考 え られ る。 しか し、 水 移動 がそ れ よ り速 い 場 合

では、反応物質 が常に供給 され、分解・ 生成 あるいは溶

解 ・析 出が発 生 し続 け る。 士族 では 、 これ が 日常 であ る。

この場合の反応は、大方の物 質ではやは り瞬間的 に生 じ

る もの と考 えて い て よい が、遅 い もの もあ る こ とだ ろ う。

ちなみに水 の解離反応 の速度 は特別 に速 くて 1 マ イ クロ

秒 以 内 と言 わ れ て い るが 、金 属 た と えば ク ロムや鉄 とシ

ア ソな ど の銘 体形 成 の反 応 の場 合 で は数 日か ら数十 日を

要 す る よ うな 極 め て遅 い もの もあ る‘）と言 われ て い る。

ガスの溶解・析 出の際の水との反応はだいたい瞬間 的な

もの で あ り、常 に平衡 状 態 に あ る と考 えて よい。

その ため 、 この シナ リオで 必要 な注 目す る物 質 の分 解 ・

生成 あるいは溶解・析 出速度は この反応速度 を知 ること

で与 え られ る。 この速 度 は、 や は り、 注 目 して い る物 質

の現 存 量 に比 例 す る。 しか し、 注 目物 質 と反 応 す る カ ウ

ソタ一物質、 あるいは共存する生成物質の現存量に も比

例す る。そ の比例係数の大 きさは、物質の活性化エ ネル

ギー 、 あ る いは物 質 の イオ ンの価 数 、 イオ ソ径 、 イ オ ン

拡散係数、 などに左右 され、物質毎に異なった ものにな

る。 ま た、 温 度 に も大 き く左 右 され る。

つ ま り、 物質 の液 相 にお け る分解・ 生 成 ある いは溶 解 ・

析出の速度 は、p H 、 温度 、水の圧力、 さらに注 目物質

の現存量、共存物質の種類 と量 によって影響 される。加

えて、 土 中 水 の移 動 フ ラ ックス の 大 き さが 、 関係 す る物

質の供 給 に 関 わ る と と もに固相 や 気相 との接 触 時 間 を左

右す るので、反応速度 に大 きな影響 を与えている。
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5 ． ぁ わ りに 、

溶解物質の移動予測のシナ リオは、以上の様 な事項そ

れぞれ について仮説な り、実験的関係 な り、経験的 な規

則な りに基 づ いて 明 らか に した上 で 、液 相 中 の移 動 、 気

相中の移動、そ して固相中の変化 を数学 モデルで表現 し、

注目 した物 質 の保 存則 をた て る ことで完 成 す る。 つ ま り、

移動式系は、水の移動式、液相中の物質 の移動式 それに

気相中の物質の移動式の都 合 3 っつの移動式に、固相成

分の保存式を加えた 4 個 の式 の連立系になる。 このシナ

リオ の結 末 は 、 この よ うに 措 かれ た 諸式 の連 立解 を求 め

るこ とで飾 られ る こと にな ろ う。 これ が移 動 予 測 の数 理

モデ ル解析 と言 われ る ものの姿 で あ る。 言 うまで もな く、

この シナ リオの 結 末 の章 で は 、土 中水 の 移動 予 測 が あ ら

かじめ に正 し く行 わ れて い る こ とが前 提 とな って い る。

この シナ リオの 信 憩性 、 す な わ ち数 理 モ デ ル解 析 結果

の信憑性であるが、液掛 こおけ る物質移動に関 しては、

藤動則の中で液相 に溶解 してい る物質の濃度勾配 に掛け

合わされ る分散係数の慎重 な決定がその信憑性 を左右す

る。 また 、 保存 則 で は 、 固相 か ら液相 に加 え られ る物 質

の正 負 の輪 送 あ る い は気 相 か ら液 相 に加 え られ る物 質 の

正負の輸送を表現す る諸係数 の慎重な決定、それに液相

中で発生す る物質変化 を表現す る係数の慎重な決定など

が予測括果 の信憑性を左右する。気相における移動では、

移動則では分圧勾配 に掛け られ る見かけ拡散係数の うち

の通気間隙率の慎重な決定が信 憑性 を高める鍵で ある0

その保存則 では、液相か らの正負の輸送を表す係数お よ

び気相中で発生す る物質変化を表す係数の慎重 な決定が

鍵を握 る。また、圃相中の変化でほ、液相への物質の正

負の輸送 を表す係数の決定 、お よび固相 中で発生 する物

質変化 を表す係数 の決定が鍵 になろう○

数理 モデル解析結果 の信憑性 は、 もう一つ、境 界条件

によって決定 され る。土車中の物質移動は土車の内部 だ

けで外界から孤立 して発生す ることは殆 ど無 く、土車外

部 から物質が表面 に投与 されて初めて発生する ものであ

る。土壌内部で溶 け出 した物質、内部で発生 したガスが

あって も、それは土襲表面 を通 って外部 に出てい く0 つ

まり、土額の物質移動の世界 は、大気一棟物一 土壌一地

下水一河川一海 の連結体の一部 であり、大気や植物それ

に地下 水は、土簾中の物質の吸収や注入にあた って土単

に何 らか の作 用 力 を働 かせ る もの と考 え て お いて よい。

人為的な物質投与 もこの上 に乗 って大 きな作用 を与えて

い よ う。 こ う した作用 力 を正 しく評 価 して境 界 条 件 と し

て 設定 して い るか ど うか 、 これ が信憑 性 の 高 い シ ナ リオ

で あ る か ど うか を判 断 す る も う一 つ の重 要 な鍵 で あ る0

さ らに、 も う一 つ、 信 憑性 を高 め るの に初 期 の 状態 の

正しい設定が必要 である。 自然現象は、常に変動 してい

る。将来 の推測を始 めるために現在の状況が実測 されな

けれ ば な ら ない。
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